
番
号

評価事業名称ほか 評価の視点
担当課
評価

評価委員会　評価 取組計画

運転免許返納高齢者支援事業 現行 2 拡充 拡充

【総務部危機管理課】 拡充 0

令和２年度～令和４年度 縮小 0

終了 0

令和３年度事業費：917千円
（R５：1,500千円）
（R４：1,700千円）

高齢者世帯雪下ろし支援事業補助金 現行 2 現行どおり 拡充

【生活福祉部高齢者福祉課】 拡充 0

　平成23年度～令和４年度 縮小 0

終了 0

令和３年度事業費：50千円 （R５：37千円）
（R４：37千円）

創業サポート補助金 現行 2 拡充 現行どおり

【企画振興部商工観光課】 拡充 1

平成29年度～令和４年度 縮小 0

終了 0

令和３年度事業費：3,750千円 （R５：5,546千円）
（R４：5,666千円）

3

　市内での創業は、地域経済の活性化や雇用の
創出につながり、経済効果が高い。
　令和４年度末で補助金交付要綱が失効する。
コロナ禍で経済情勢は厳しいが、都市部から移
転しての創業や、現行業種からの転換等を検討
する者もあり、創業に対する支援は継続して実
施すべきと考える。
　補助対象業種の拡充も含めた検討が必要であ
る。 拡充

　本市において、創業や第二創業は地域活性化
に資するものとして大変重要であり、本事業は
それらの後押しに加え、市外からの移住・定住
にもつながる効果を有することから、継続の必
要性がある事業である。
　今後、対象業種を拡充するとともに、事業効
果等のＰＲによって事業の認知度を高め、創業
の機運が高まるよう取り組んでいただきたい。
また、審査会を経てから補助金交付までの期間
が長いため、創業者が計画的に利用できるよう
受付方法の見直しを検討されたい。

　補助金交付要綱の失効期日を延長する要
綱の一部改正を行い、創業しようとする者
への支援を継続する。
　令和５年度中に、「まちなか活性化補助
金」、「最寄り買い店舗改装支援補助金」
とあわせて、支援内容の見直しを行う。

　高齢ドライバーによる重大な交通事故が大き
な社会問題となっている中、高齢化率の高い本
市においては、交通事故防止を図る観点から、
本事業は有効な事業である。「なみか・ほろ
か」へのポイント付与を交付項目に追加する等
のインセンティブを充実し、自主返納の促進と
受益者満足度の向上に向けた見直しを検討され
たい。
　また、居住地域により、バス・タクシー利用
の利便性が異なることから、このような地域差
を考慮した制度への見直しも検討されたい。

　自主返納に対する一定程度の動機付けと
なっていることから、令和７年度まで本事
業を継続する。
　また、支援の内容についても、新たなも
のを含め、地域差を考慮しつつ検討を行
う。

2

　在宅医療・介護が推進される中、今後、在宅
で生活する高齢者が増加することが予想されて
いる。現行要綱は、令和４年度末で事業を終了
することとしているが、高齢者世帯等が降雪期
においても住み慣れた自宅で、安全・安心な生
活を送ることができるよう、雪下ろしの負担を
軽減する本事業は、今後も必要性が高い事業で
あると考える。 現行

どおり

　豪雪地域を抱える本市において、冬期におい
ても高齢者が住み慣れた地域で安心して生活す
るために、本事業はなくてはならない事業であ
る。
　今後、在宅で生活される高齢者が増えること
が見込まれることから、自治会や地区を単位と
した互助活動がますます重要になると考える。
市におかれては、今後も住民相互の支え合いが
維持されるよう促すとともに、在宅高齢者支援
制度の一つとして本事業を継続していただきた
い。併せて、雪下ろし作業に対する身体的、精
神的負担を考慮した対象年齢の引き下げ等の見
直しを検討いただきたい。

　在宅で生活する高齢者が、冬期も安心し
て住み慣れた自宅で生活できるよう、当該
補助金の期限を令和８年３月31日まで延長
する。
　また、高齢者のみの世帯への負担軽減を
図るため、補助対象者に「介護認定を受け
た者」「要支援の認定を受けた者」を加え
拡充する。

令和４年度実施の行政評価事業における令和５年度以降取組計画

プラモニ
意見

1

　自主返納した高齢者の日常の移動について
は、相応の不便が生じることとなるため、外出
支援を目的に令和２年度から本要綱を施行し
た。
　本要綱は、本年度末をもって失効するため、
今後も事業実施すべきであるか事業のあり方に
ついて意見を求める。

現行
どおり
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まちなか活性化補助金 現行 1 拡充 現行どおり

【企画振興部商工観光課】 拡充 1

平成17年度～令和４年度 縮小 0

終了 0

令和３年度事業費：3,658千円 （R５：2,617千円）
（R４：4,998千円）

住宅リフォーム支援事業補助金 現行 1 拡充 現行どおり

【環境建設部都市整備課】 拡充 2

平成22年度～令和４年度 縮小 0

終了 0

令和３年度事業費：10,204千円 （R５：10,800千円）
（R４：10,800千円）

比婆いざなみ街道振興協議会負担金 現行 2 現行どおり 現行どおり

【企画振興部いちばんづくり課】 拡充 0

　令和２年度～ 縮小 1

終了 1

令和３年度事業費：1,500千円 （R５：1,000千円）
（R４：1,000千円）

5

　年間10,000千円以上の予算執行を行ってお
り、補助率から考えると100,000千円の経済効
果が見込まれる。
　広島県建設労働組合などから制度の期限延長
や補助金額の引き上げ等の要望もあり、制度拡
充の検討が必要であることから、本事業の実施
について意見を求める。

拡充

　建てられてから長い年月が経過している住宅
の多くは、改築を必要とする状況にあると思わ
れる。今後、住宅の次世代への継承や、住民の
移住・定住を促進していくためには、古い住宅
の改築は避けて通れない問題である。
　このような中、本事業は毎年多くの申請があ
ることから、市民のニーズにマッチした事業で
あり、市内業者の育成と産業振興にも効果があ
ることから、今後も必要な事業と言える。事業
の継続にあたっては、より多くの住民に利用い
ただけるよう補助限度額の引き上げ等による市
民満足度の向上に向けた取組を検討いただきた
い。

　限られた予算の中で、より多くの市民に
利用していただくため、補助限度額の引き
上げ等は困難であるが、要綱の期限を令和
８年３月31日まで３年間延長し、引き続
き、住宅リフォームによる市内建築関連事
業者の受注機会の増加を図る。
　行政回覧文書や市ホームページ等による
広報を行い、まだ本補助制度を利用してい
ない市民に対し、本補助制度の利用促進を
図る。

6

　団体や沿線地域のアイデアや提案を元に、商
品開発やイベント等を実施し、地域資源の掘り
起こしをさらに進めるとともに、更なる比婆い
ざなみ街道の知名度向上、観光誘客、活性化に
つながる取り組みを行う必要がある。

現行
どおり

　比婆いざなみ街道に絡めた事業は、沿線地域
の活性化を狙いとした観光コンテンツとして有
用であるが、知名度の低さと街道の沿線地域以
外に住む市民からの関心の低さが課題である。
知名度と市民の関心度を高めるためには、街道
の沿線地域のみならず、市内全域の市民を巻き
込む取組が必要である。
　本負担金については現行通り継続するととも
に、比婆いざなみ街道振興協議会の構成員を市
内全域から選出するなどし、観光誘客に向けた
幅広いアイデアが発掘されるよう取り組んでい
ただきたい。

　市内全域の市民に対して、知名度および
関心度を高めるため、これまでの市HP等で
の周知に加え各自治振興区等に協力を依頼
し、より一層の周知を行う。
　また、沿線地域以外の意見を拾い上げる
仕組みについて協議会を中心に検討を行
う。

4

　まちなかの空き店舗を活用した創業及びまち
なかの既存店舗を改装した事業継続は、まちな
かの活性化、賑わいの再生につながる。
　地域活性化の視点では、現行の「まちなか」
のみを補助対象地域とすることについて整理が
必要である。
　令和４年度末で補助金交付要綱が失効する
が、コロナ禍や物価・エネルギー高騰等で経済
情勢が厳しい中でも、創業や事業継続のための
改装を検討する事業者もあり、同様の支援策は
継続して実施すべきと考える。

拡充

　本事業は、空き店舗の活用やイベントへの補
助によるまちなかの活性化につながる効果的な
事業である。また、近年の物価上昇や燃料費の
高騰が事業経営に影響を及ぼす中、創業者に対
する支援制度としても必要性がある事業であ
る。
　創業サポート補助金、最寄り買い店舗改装支
援補助金との制度の一本化や対象業種の拡充に
より、事業へのアクセシビリティを向上させる
とともに、市内のどの地域においてもイベント
等による活性化が図られるよう、線引きのない
受け皿を作っていただきたい。

　補助金交付要綱の失効期日を延長する要
綱の一部改正を行い、創業しようとする
者、まちなかを活性化するイベント等を実
施しようとする者、店舗を改装しようとす
る者への支援を継続する。
　令和５年度中に、「創業サポート補助
金」、「最寄り買い店舗改装支援補助金」
とあわせて、支援内容の見直しを行う。
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空き家の家財道具等処分支援事業 現行 0 拡充 現行どおり

【企画振興部自治定住課】 拡充 1

　令和３年度～ 縮小 1

終了 0

令和３年度事業費：700千円 （R５：1,000千円）
（R４：1,000千円）

マイナンバーカードの取得及び活用促
進

現行 0 拡充 拡充

【企画振興部企画課】 拡充 1

平成27年度～ 縮小 0

終了 0

令和３年度事業費：0千円 （R５：0千円）
（R４：0千円）

がんばる農業支援事業補助金 現行 0 拡充 拡充

【企画振興部農業振興課】 拡充 1

　平成20年度～令和６年度 縮小 0

終了 0

令和３年度事業費：10,431千円 （R５：14,500千円）
（R４：14,500千円）

7

　補助金を活用して家財道具等を処分した空き
家については、空き家バンク内外の成約率が高
く、一定程度の空き家の利活用の促進を図るこ
とができている。

拡充

　人口減少という大きな課題を抱えた本市にお
いて、本補助金事業は移住・定住の支援につな
がる事業とも考えられることから、事業の有効
性が明らかとなった際には補助限度額の増額等
の事業拡充を検討されたい。
　一方で、空き家の家財道具の処分は本来持ち
主が行うべきことであり、処分費に公費を充て
るのであれば、補助金が有効に活用されている
か否かの検証が必要である。事業開始からの３
か年間における事業効果を検証し、その結果に
応じて事業の拡充・廃止を検討されたい。

　補助金を活用して家財道具等を処分した
空き家については、空き家バンク内外の成
約率が高い等、一定程度の成果があがって
おり、令和５年度中に事業効果を検証し、
拡充等の対応を検討する。

8

　近年、商業施設等での出張申請受付の実施や
マイナポイントの上乗せ補助を活用するなど、
自治体による主体的な取得促進事例が多く報告
されている。一方、本市の交付率は県内でも低
水準でありながら取得促進に寄与する事業がな
いため、主体的な取り組みを推進していく必要
がある。

拡充

  先般、マイナンバーカードの取得を事実上義
務化する方針が政府により示されたが、本市で
は、カードの申請率が県内平均を下回ってお
り、カードの取得促進に向けた取組が必要な状
況である。カードと健康保険証の一本化など、
今後の社会システムの変化が想定される中、そ
の流れに市民が対応できるよう、引き続き、
カード取得の必要性や利便性を市民へ確実に周
知するとともに、行政手続きの簡素化に向けた
システムの整備等を進めていただきたい。

 マイナンバーカードの取得促進を目的
に、市のマイナポータル端末を使用した申
請補助や交付等窓口の平日夜間の開庁時間
延長を継続実施する。また、令和５年度で
は、転出・転入予約や、子育て・介護等の
手続きなど、マイナンバーカードを使用し
たオンライン申請の運用を開始するととも
に、引き続き他の電子申請サービスへの拡
充についても、マイナンバーカード活用促
進策として取り組みを進める。

9

　専業、第１種兼業農家や、認定農業者への支
援策として重要な施策である。
　しかし、地域によっては担い手がおらず、第
２種兼業農家が農地保全のための作付けを行わ
れているところもあり、販売額の増加のみなら
ず、農地保全のための営農についても対象とす
べきと考えている。

拡充

  昨今の肥料・飼料や燃料価格の高騰は、農業
経営者に多大なる影響を及ぼしている。こうし
た中、本事業は農業経営者の生産効率の向上と
農業所得の増加を支援しており、本市における
農業振興を図る上で重要な事業であると言え
る。
　農業従事者の減少や高齢化等の課題に対し
て、本事業の活用による新たな担い手の確保
や、農地保全、地域活性化などが図れるよう、
事業の継続と補助対象の拡大を検討いただきた
い。

　農業収入の向上及び、認定農業者の農業
経営改善計画達成に向けた重要な事業であ
るため、継続して支援を実施する。
　また、令和７年度の庄原市がんばる農業
支援事業補助金交付要綱の見直しに向け、
販売額の増加のみならず、担い手の確保や
農地保全に向けた新たな支援内容について
も検討を行う。
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